
別紙様式２号

整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

（静岡県　令和３年度）

メニュー
①

メニュー
②

事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、
施設区
分、構
造、規

格、能力

交付金
都道
府県
費

市町
村費

その他

浜松
市

とぴあ
浜松農
業協同
組合

野菜(青梗
菜、ね

ぎ、セル
リー、み
つば、小
松菜、サ
ラダ菜、
パセリ、
ほうれん
草、め類
（芽ねぎ
等）、エ
シャレッ
ト、さや
えんどう

等)

再編後の
集出荷貯
蔵施設又
は農産物
加工施設
の利用率
（再編利
用計画に
基づく、
再編後の
対象作物
の取扱い
数量を再
編後の処
理能力で
除して算
出）が
80％以上

H28

施設利
用率

23.7%

H30

再編後
の利用

率
95.2%

(16,246
t/17,05

9t)

R1

再編後
の利用

率
100.0%
(17,104
t/17,09

9t)

R2

再編後
の利用

率
101.3%
(17,303
t/17,08

8t)

R2

再編後
の利用

率
100.0%
(17,088
t/17,08

8t)

101.7%

再編後の
利用率が
101.3%と
なった

野菜(青
梗菜、ね
ぎ、セル
リー、み
つば、小
松菜、サ
ラダ菜、
パセリ、
ほうれん
草、め類
（芽ねぎ
等）、エ
シャレッ
ト、さや
えんどう

等)

当該品目の
全出荷量に
占めるブラ
ンド野菜
（地域団体
商標、伝統
野菜等、他
との差別化
により有利
販売を図っ
たものであ
り、明確な
基準、根拠
があるも
の）の割合
を5ポイン
ト以上増加

H28

30.3%
(3,777
t/12,4
50t)

H30

67.4%
(8,244
t/12,2
34t)

R1

68.8％
(8,950
t/13,0
15t)

R2

68.5％
(9,127
t/13,3
24t)

R2

66.0%
(8,366
t/12,6
70t)

107.3%

ブランド
野菜の出
荷割合が
38.2％増
加した

耕種作物
産地基幹
施設整備
　集出荷
貯蔵施設
建物１棟
（平屋建
6,750㎡）
　真空予
冷装置２
基（うち
１基移
設）

855,668,880 396,143,000 0 0 459,525,880

平成
31年
2月15
日

当該集出荷施設の取扱数量は、
サラダ菜・みつば等の業務需要
を主とする品目が、新型コロナ
ウィルス感染拡大に伴う需要減
退により出荷調整を余儀なくさ
れたことで、当初想定した出荷
量には届かなかったが、葉ね
ぎ・小松菜・青梗菜等の周年品
目が、生産規模の拡大や生産効
率の向上により出荷量が大きく
伸びており、全体では目標以上
の取扱数量となった。
（目標：17,088ｔ　実績：
17,303ｔ　利用率：101.3％）

当該集出荷施設における「しず
おか食セレクション」認定品目
は、平成30年度に葉ねぎ・青梗
菜が新たに認定を取得し、品目
数・出荷数量ともに増加してお
り、差別化による有利販売、販
路の拡大につながっている。
（目標：8,366ｔ、実績：9,127
ｔ、重点品目に占める割合：
30.3％⇒68.5％）

また、集出荷施設の統合によ
り、集荷業務における人員の削
減、出荷に係る輸送の効率化が
図られた。真空予冷装置は2基
同時利用が可能となり、効率的
な予冷処理を行い品質維持に寄
与している。予冷庫も新設さ
れ、出荷物の適正な温度管理が
可能となり、需要期の出荷調整
等に活用することで農業者の所
得向上につながっている。

取扱品目の中
では、新型コ
ロナウィルス
感染症の影響
を受け、出荷
量が減少した
品目もあった
が、需要の見
込める品目の
生産拡大を推
進して出荷量
を増やす等、
計画的かつ効
率的に施設を
利用、運営し
ている。引き
続き、施設の
適切な管理運
営を指導して

いく。

104.5%
総合
所見

 （注）１　別紙様式１号の２のⅠに準じて作成すること。

　 　　２　要綱第３の４の（２）のアのただし書きの場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

事業実施後の状況① 事業実施後の状況② 負担区分（円）

都道府県平均
達成率

令和２年度が目標年度の事業は全て達成できた。

市町
村名

事業実
施主体

名

成果目標
の具体的
な内容①

成果目標
の具体的
な実績①

成果目標の
具体的な内

容②

成果目標
の具体的
な実績②

完了
年月
日

事業実施主体の評価 都道府県の評
価

（対象作
物・畜種
等名）①

計画時
（平成
△年）

１年後
（平成
□年）

２年後
（平成
◇年）

３年後
（平成
○年）

目標値
（平成
○年）

達成率
（対象作
物・畜種
等名）②

計画時
（平成
△年）

１年後
（平成
□年）

２年後
（平成
◇年）

３年後
（平成
○年）

目標値
（平成
○年）

達成率


